
令 和４年 度 予 算 の 予 算 概 要

　インフラ施設や公共施設の改修、防災対策に係る財源
を確保するため、地方債発行額は15億4,330万円となり、
全会計の地方債残高見込額は約146億円となりました。

　橋りょう・道路などの改良工事や排水路の治水対策 
などの実施のため、普通建設事業費は増額となりました。

地方債残高は前年度比７億2,230万円の増加

普通建設事業費が前年度比１億7,010万円の増加

基金残高全体で９億2,331万円の減少

市税は前年度比１億6,412万円の減少

　不足分の財源として財政調整基金を６億円、公共施設
整備基金などを３億5,146万円取り崩し財源を措置しま
した。

　法人税割は増加しましたが、大規模償却資産の減価償
却などの要因で市税は合併以降で最小規模となりました。

▶市税…納められる税金
▶分担金・負担金…特定事業の受益者に負担してもらうお金
▶使用料・手数料…施設使用料や各種証明書発行手数料など
▶繰入金…各種基金の取り崩しや他会計から繰り入れるお金
▶地方譲与税…特定の国税を国から譲与されるお金
▶地方交付税…地方公共団体が一定水準の行政サービスを提供できる

ように国が地方公共団体の一般財源として配分するお金
▶国庫・県支出金…特定の目的のために、国や県から交付されるお金
▶市債…国や銀行などからの借入金
▶基金…特定の目的のための積立金、または準備しておく資金
▶人件費…報酬や給与など

▶扶助費…高齢者、児童や心身障がい者などに対する援助金
▶公債費…借入金の返済金
▶物件費…事業や管理の委託料、備品購入などの経費
▶維持補修費…道路や公共施設の修繕に係る経費
▶補助費等…団体などに対して行政上の目的で支払う経費、補助金、

負担金、交付金など
▶出資金・貸与金…関係する各種団体への出資、奨学生などへの貸し付け
▶繰出金…一般会計、特別会計との間で相互に資金運用するための経費
▶積立金…財源変動に備えて積み立てる経費
▶普通建設事業費…道路や公共施設の新増設などに必要とする経費
▶予備費…予期しなかった支出に対応するための資金
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※令和２年度は決算額、令和３年度は２月補正予算額をベースに算出しています。

※万円単位未満は四捨五入しているため、合計は必ずしも一致しません。

※令和２年度は決算額、令和３年度は２月補正予算額をベースに算出しています。
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人件費
33億83万円
(20.8％)

市税
69億864万円
(43.6％)

市債
10億9,780万円(6.9％)

県支出金
10億3,907万円

(6.6％)

国庫支出金
29億4,826万円
(18.6％)

地方交付税
７億1,400万円(4.5％)

譲与・交付金
12億2,180万円(7.7％)

その他
６億6,908万円(4.2％)

繰入金
10億2,395万円(6.5％)

分担金・負担金
8,055万円(0.5％)
使用料・手数料
１億5,686万円(1.0％)

158億6,000万円 158億6,000万円
歳 出 歳 入

扶助費
21億4,805万円
(13.5％)

公債費
３億7,218万円(2.3％)

物件費
32億2,146万円
(20.3％)

維持補修費
8,241万円(0.5％)

補助費等
36億8,624万円
(23.2％)

積立金
2,815万円(0.2％)

出資金・貸付金
8,334万円(0.5％)

繰出金
６億7,650万円(4.3％)

普通建設事業費
22億3,087万円
(14.1％)

予備費
3,000万円(0.2％)

全会計地方債発行額
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